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（1）電子政府の実現 ～利用者本位の、簡素で効率的な政府の実現～

1 行政・公共分野の情報化の推進

これまでの主な取組 「IT新改革戦略」における主な取組 

世界一便利で効率的な電子行政 
－オンライン申請率50%達成や小さくて効率的な政府の実現－ 

国民の利便性・サービスの向上 

○申請・届出等手続をオンライン
で安全・確実に行うことができ
るシステムや政府ポータルサイ
ト等、インフラの整備は完了 

ITを活用した業務改革 

○業務・システムの無駄をなくし、
最適化を行うための計画＝「最
適化計画」を2005年度末まで
に策定 

（注）36レガシーシステムを含む業務・
システムの最適化対象83分野（府省共
通23分野、個別60分野）を選定 

利用者の視点に立って、オンライン利用率50%以上を 
2010年度までに達成 

　平成17年度末までに策定するアクション・プランにおいて、手
続ごとに利用率の目標と改善措置（本人確認手続の簡素化、添
付書類の電子化、廃止、手続そのものの廃止、インセンティブ
の付与等の手続の見直し）を明らかにして推進 

予算、業務・システムの一層の効率化・合理化のため、 
政府全体の最適化を推進 

　各府省の情報システムは、費用対効果を明確化し、信頼性・安
全性の確保のために行うものなど真に必要性を有するものを除
き、①行財政改革に資するもの、②最適化計画に基づくもの、
③利便性向上に寄与するもののみ整備 

○手続のオンライン化
の基盤は整備したも
のの、その利用率は
低調 

○最適化計画を踏ま
え、レガシーシステ
ム等の情報システム
の最適化を推進中 

現状と課題 
 

図表3-6-1 電子政府の取組について



2 調達手続の電子化

3 消防防災分野におけるICT化の推進
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電子入札システム（各府省） 

電子認証局、タイムスタンプ局 
 

電子モール※2 
 

電子証明書管理業務 

認証管理業務 

利用者管理業務 

予算執行等管理システム 

新会計事務システム 
（仮称） 

政府認証基盤 

霞が関 
WAN

新会計検査システム 
（仮称） 

各府省 

文書管理 
システム 発注者 

（会計課・原課等） 電子契約システム 

政府 

契約書原本 
保管サービス 

（事業者・第三者による 
　サービス提供を想定） 

サーバーアクセス 
サービス※1

カタログ調達 
サービス※1 個別業務管理 

（物品管理簿作成等） 

決裁文書保存 

予算執行情報管理 

予算執行（電子決裁） 
 

契約基本サービス 

民
間
事
業
者 

調
達
管
理
Ｄ
Ｂ 

ポータライズサービス 
（シングルサインオン） 

物
品
分
類
管
理
Ｄ
Ｂ 

カ
タ
ロ
グ
管
理
Ｄ
Ｂ 

統
計
情
報
Ｄ
Ｂ 

利
用
者
管
理
Ｄ
Ｂ 

契
約
書
管
理
Ｄ
Ｂ 

調達総合情報システム 
（拡張要） 

参加資格申請業務 情報閲覧業務 

情報公開サービス（設計のみ実施） 
 

 

 

 

調達支援業務 

契約締結支援業務 

検査・検収支援業務 

請求・支払支援業務 

会計検査院報告支援業務 

状況照会業務 

マスタ管理業務 

統計管理業務 

契約変更・解除業務 

 

 

 

 

霞が関 
WAN

インター 
ネット 

※1

※1　サーバーアクセスサービス及びカタログ調達サービスについては、中長期的な課題として引き続き検討 
※2　電子モール等との連携の詳細については、担当府省と今後検討 
 

図表3-6-2 電子契約システムの将来モデル
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地域衛星通信ネットワーク 

首相官邸 
中央防災無線網 

消防庁 

消防・救急無線 

市役所等 

市町村防災行政無線 

同報系無線 
（住民連絡用） 

移動系無線 

地域防災無線 
（地域相互通信用） 

消防本部と消防救急隊員ある 
いは消防救急隊員同士の連絡 

衛星通信により映像情報が、国、 
都道府県、市町村に伝達される 

首相官邸、関係省庁等 

気象庁との 
気象情報等の共有 

相互連絡 

災害情報の提供 
災害情報の提供 

災
害
現
場
の
状
況
を
高
所
監
視 

カ
メ
ラ
や
ヘ
リ
テ
レ
で
撮
影 

気象庁 

電話 
FAX

計測震度計 

災害現場 

気象情報 

専用回線 
気象情報 
システム 

都道府県庁 

防災情報 
システム 

コミュニティ 

都道府県 
防災行政無線 

被
害
状
況 

の
収
集 

消防防災無線 

病院 

画像伝送システム 

ヘリコプターテレビ 
電送システム 

ヘリテレ 
高
所
監
視
カ
メ
ラ 

防災情報 
システム 

消防本部 

消防防災無線、衛星通信、
防災情報システム等によ 
る情報の伝達 

自衛隊、指定地方行政機関、輸送機関、
通信事業者、電気・ガス会社等との連絡 

 中
央
防
災
無
線
等
に
よ
る 

情
報
の
伝
達 

携帯情報端末 

地震防災 
情報システム 

デジタル 
カメラ 

住民 

戸別受信機 

内閣府 

図表3-6-3 消防防災通信ネットワークの概要図

1 電子自治体の進捗状況

2 電子自治体システムの構築

（2）電子自治体の実現
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（出典）総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」（平成17年4月時点） 
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66.0
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63.8

76.6

51.1
44.7

21.3

公共事業 物品調達（非公共事業） 

図表3-6-4 都道府県における電子自治体の推進状況

3 情報セキュリティ対策と個人情報保護の徹底



4 住民基本台帳ネットワークシステムの活用

5 公的個人認証サービス
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ネットワーク基盤 
 
○住民基本台帳ネットワークシステム 
・住民基本台帳をネットワーク化し、全国共通の本人確認
を可能とするシステム 

○総合行政ネットワーク（LGWAN） 
・すべての地方公共団体を相互に接続する行政専用のネッ
トワーク 

情報システム 

○共同アウトソーシング 
・複数の地方公共団体が、電子自治体システムの構築・運
用を共通のデータセンターにおいて共同で民間委託 

○自治体EA（エンタープライズ・アーキテクチャ） 
・組織全体を通じた業務プロセスや情報システムの最適化
を図る設計手法を導入。データの標準化も推進 

○地方公共団体に対する調査・照会業務システム 
・地方公共団体に対する調査・照会業務最適化計画を踏まえ、
国から地方公共団体に対する調査・照会業務について、
霞が関WAN、LGWANを活用した汎用的に利用可能なシ
ステムを構築 

○個人情報保護・情報セキュリティ対策 
・個人情報保護強化技術の実装システムの開発実証を行う
とともに、地方公共団体間で情報セキュリティに関する
情報共有を図るための仕組み（自治体ISAC）の創設を推進 

制度設計・運用 

○個人情報保護条例・情報セキュリティポリシー・情
報セキュリティ監査 
・個人情報保護法の施行等を踏まえ、個人情報保護条例及
び情報セキュリティポリシーは全都道府県及びほとんど
の市町村で制定済み。今後、市町村における情報セキュ
リティ監査を促進 

○人材育成 
・高度情報セキュリティ研修・e-ラーニングを行い、地方
自治体における情報セキュリティ対策の中核を担う人材
を計画的に育成 

認証基盤 

○公的個人認証サービス（JPKI） 
・成りすまし、改ざん、送信否認などを防ぎ、オンライン
による行政手続等において、確かな本人確認ができるよ
う都道府県知事が電子証明書を発行 

○地方公共団体組織認証基盤（LGPKI） 
・地方公共団体がオンラインで通知等を発信したことを確
認できるシステム 

①住民サービスの向上 
②行政の効率化 
③地域IT産業の振興 

三つの目標 
 

図表3-6-5 電子自治体の推進
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異動等情報 
の提供 

電子申請等 

申請書等 
（平文） 

電子署名 
（申請書等を住民の 
秘密鍵で署名） 

電子証明書 
（住民の　　 
　　公開鍵付） 

＋ ＋ 

全国サーバー／ 
都道府県サーバー 

都道府県知事 
（証明書発行・失効情報管理機関） 

行政機関等 
（国・地方公共団体の機関等） 

民間認証事業者 

市町村長 
（本人確認機関） 既存住基システム 

コミュニケーション 
サーバー（CS） 

本人確認情報の通知 

公的個人認証 
サービス端末への 
4情報の提供 

電子証明書の有効性確認 
（失効リストへの問い合わせ） 失

効
リ
ス
ト 

総合行政ネットワーク 
（LGWAN） 

総合行政ネットワーク 
（LGWAN）等 

インターネット 

（住民の本人確認に活用） 

指定認証機関への委任が可能 
→委任先： 
財団法人自治体衛星通信機構 
（LASCOM） 

電子証明書発行申請 
（基本4情報＋公開鍵） 

電子証明書交付 

住民 

市町村窓口 

住民基本台帳 
カード等への秘密鍵・ 
電子証明書の記録 

住民基本台帳 
ネットワークシステム 都道府県単位認証局 

署名検証者 

図表3-6-6 公的個人認証サービス
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国（11府省庁） 
・自動車検査登録（自動車保有関係
手続ワンストップサービス） 
・国税の電子申告 
・社会保険関係手続 
・国民年金及び厚生年金の年金加入 
　状況・年金見込額の提供 
・商業・法人登記申請 
・不動産登記申請 
・動産譲渡登記申請 
・電子入札 
・恩給関連の申請 
・無線局、無線従事者の免許 
・航空従事者技能証明の申請等 
・公認会計士試験の受験願書の提出 
・たばこ小売販売業の許可 
・特定非営利活動法人の事業報告書
の提出 

都道府県（45団体） 
・自動車税・自動車取得税申告（自動車
保有関係手続ワンストップサービス） 
・旅券関係手続 
・都道府県税の電子申告 
・道路占用許可申請 
・高圧ガス保安法関係手続 
・調理師免許関係手続 
・特定非営利法人関係手続 

市町村（24都道府県内の市町村） 
・住民票の写しの交付申請 
・各種証明書（印鑑登録証明書、納税証
明書、所得証明書等）の申請 
・市町村税の電子申告 
・介護保険関係手続 
・児童手当関係手続 
・国民健康保険関係手続 
・医薬品販売業関係手続 
・浄化槽使用関係手続 

※　都道府県、市町村の対象手続は、地方公共団体ごとに異なる 
 

今後、国の機関の手続・各地方公共 
団体の手続が順次追加される見込み 

公的個人認証サービスの主な対象手続 

図表3-6-7 公的個人認証サービスの対象手続

1 地域情報化推進のための支援施策

（3）地域の情報化の推進

施策名 概　要 

地域情報通信基盤整備推
進交付金 

地域イントラネット 
基盤施設整備事業 

地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図ることを目的として、学校、図書館、公民館、

市役所等を高速・超高速で接続する地域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体を支援 

（交付決定数：808事業） 

地方単独事業 
情報通信技術を活用して、社会の変化に対応した活力ある地域社会の形成、質の高い公共サービスや

行政情報の提供及び地域間格差の是正を図るため、地方公共団体が地方単独事業として実施する公共

施設等を接続する大容量で高速なネットワーク等地域の情報通信基盤等の整備に対する支援 

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情報格差（デジタル・ディバイド）を是

正することにより、地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を図る 

※　（　）内は平成17年度末までの交付決定数 

図表3-6-8 総務省の主な地域情報化支援施策の概要
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2 地域における情報化の推進に関する検討会

3 ICTによる沖縄振興

●  新たな全国公共ネットワークの必要性を検討するため、JGNⅡ等を利用した実証事業を行う。 
　　・映像等大容量で秘匿性の高いデータを高い信頼度で流通させるネットワーク　⇒　行政用途専用のブロードバンドネットワーク 
　　・組織別や用途別ではなく、全府省庁・全分野共通の公共機能を備えた全国規模の広帯域専用ネットワーク 
●  情報ハイウェイ：府県の関係施設等を高速・超高速で接続したネットワーク。地域公共ネットワークとの相互接続が進みつつある 
●  地域公共ネットワーク：市町村で役所や学校、図書館等、公共施設を高速・超高速で接続しているネットワーク 

プライマリ 
データセンター 
（全国iDC） 

都道府県 
iDC 
 

消防署 

a市 b町 

A県 

B県 

インターネット 

市町村地域公共 
ネットワーク 

都道府県情報 
ハイウェイ 

全国 
ネットワーク 

都道府県情報 
ハイウェイ 

災害 

監視 
カメラ 

市町村地域公共 
ネットワーク 

 

各種データ 
公共ASP 
システム 

学校 病院 

バックアップ 
データセンター 

公共ネットワークのめざすべき姿 

公共アプリケーションの具体像 関係機関、官邸 

遠隔カンファレンス等 
遠隔医療の実現 

防災情報の共有 

教育コンテンツの 
共有 

防災分野 
・災害現場の画像情報 
・被害速報 
・被害者の安否情報 
・警報等の一斉同報　等 

医療分野 
・遠隔病理診断 
・遠隔画像診断 
・遠隔カンファレンス 
　等の検討 

教育分野 
・教育コンテンツ流通の検討 

図表3-6-9 全国的な公共ブロードバンド・ネットワークのイメージ

（4）テレワークの推進 ～テレワークによる多様な働き方の実現～
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国家公務員によるテレワークの実施 

「テレワーク推進フォーラム」の設立 

産学官一体となったテレワーク推進体制 
（平成17年11月10日設立） 

産学官の連携の下、テレワークの円滑な導入に資する 
調査研究や普及活動を行うことにより、 
テレワークの一層の普及促進に寄与  

 

①平成17年1月4日から2月末日まで、国家公務 
　員初（一般会計）のテレワークの試行を実施 

①我が国初のテレワークセキュリティ 
　ガイドラインの作成（平成16年度） 

②関係省庁が連携し、企業、労働者双方に 
　配慮した統一的なテレワーク導入・運用 
　　　ガイドブックを作成（平成17年8月） 

　　③テレワークの円滑導入に資する 
　　　調査研究の実施 
 

②期間の延長（約４か月）及び複数課室（18名） 
　の参加によって、拡大試行を実施 
　（平成17年10月末～平成18年2月末） 

テレワークの 
推進 

2010年「テレワーカーが就業人口の２割（IT新改革戦略）」を目指す 
 

民間企業のテレワーク導入環境の整備 

図表3-6-10 総務省におけるテレワークの推進のための施策

1 「テレワーク推進フォーラム」の設立

2 民間企業のテレワーク導入環境の整備

3 国家公務員によるテレワークの実施

１テレワーク推進フォーラム（http://www.telework-forum.jp）
２企業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック：テレワーク推進フォーラムホームページ（http://www.telework-forum.jp）で閲覧可能
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その他の 
企画立案 
　　20%

上司や同僚 
との連絡・ 
調整 
　　　15%

調査研究業務 
13％ 資料や 

情報の収集 
11％ 

白書その他出版物等の 
原稿・論文執筆・編集 

11％　 

データの入力・ 
計算・処理・加工 

10％　 

省外との 
連絡・調整 

9％　 

その他（許認可等の事務、 
法令･通達等の検討、作成等） 

11％　 

 （参考）テレワーク拡大試行に参加した職員の感想等を掲載した「テレワー
ク拡大試行日記」を公開中。 
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/telework/pdf/telework_kakudai_diary.pdf

図表3-6-11 テレワークで実施した事務内容

テレワークでは、必要な業務処理を行うこと
ができましたか 

計画以上にできた 

計画通りにできた 

概ねできた 

あまりできなかった 

全くできなかった 

割合 
 

6％ 

22％ 

72％ 

0％ 

0％ 

生産性が向上する事はありましたか 
（前問で計画以上にできた、計画通りできた
を回答した者のみ回答） 

定型的な業務を行う際の処理時間が短縮した 

創造的な業務を行う際の業務の内容や質が向上した 

通常勤務と変わらなかった 

通常勤務より低下した 

 
割合 
 

27％ 

27％ 

37％ 

9％ 

図表3-6-12 テレワークによる生産性の向上

テレワーク勤務日の余暇時間は増えましたか 

大幅に増えた 

やや増えた 

変わらなかった 

やや減った 

大幅に減った 

割合 

33％ 

61％ 

6％ 

0％ 

0％ 

図表3-6-13 テレワーク勤務日の余暇時間

少子高齢社会の到来を迎えた我が国では、医療が果たす社会的役割はますます大きくなると予想される

が、医療をめぐる社会的状況は、医療費の増大、医療の安全性や効率性の向上等の様々な課題が指摘され

ている。

医療の実施現場においては、患者ニーズの多様化、医療の高度化・専門化等が進み、患者中心で質が高

く効率的な医療サービスを提供する環境整備等を図ることが期待されている。

ICTは、こうした医療分野が抱える課題解決に貢献できると期待されていながら、現状では期待されるほ

ど利活用が進んでおらず、限定的な範囲での利活用にとどまっている。

そのため、総務省では、医療分野におけるICTの利活用を促進するため、医療分野でのICTの利活用の可

能性等を多角的に検討することとし、平成17年10月から平成18年3月までの間、有識者、医療従事者、医療

情報システムベンダー等で構成される「医療分野におけるICTの利活用に関する検討会」を開催し、報告書

として取りまとめた。

本報告書では、ICTを広範囲に活用することにより、安心安全な医療を実現するユビキタスネット時代の

新しい医療の将来像を「ユビキタス健康医療」と呼び、ユビキタス健康医療を実現するフィールドを医療

機関内、日常生活圏、地域医療連携、災害・救急医療にわけて電子タグ等を活用した具体的なICTの利活用

策を提示した。

医療分野の課題解決に向けたICTの利活用
～ユビキタスネット時代の新しい医療の姿を提示～

医療分野におけるユビキタスネット技術の利活用C O L U M N
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医療の質の向上 
 

◆最新の医学情報の入手、患者自身の疾患への理解向上・治療計画への参加、医療の個別化が実現。 
（例）根拠に基づく医療（EBM手法に基づく診療ガイドライン）、最適な治療計画（クリニカルパス）、バーチャル

リアリティ手術、テーラメイド医療　等 

業務負担軽減・効率化 

◆施設内での業務や地域内での医療における「省力化」、「業務連携」及び「コスト削減」の実現。 
（例）業務フローの改善、医薬品等の在庫・消費状況の自動把握・自動発注、医療従事者や患者の状態所在等の自

動把握、地域内患者の診療連携　等 

医療の安全性・信頼性向上 

◆医療従事者間のリアルタイムかつ正確な情報伝達・共有を実現して「ヒューマンエラーの防止」を
実現し、また、医療の実施行為等のサポートや常時モニタリングによる「医療過誤の防止」を実現。 

（例）人や医薬品等の取り違えなどの自動チェック、与薬ミス等処方や実施行為の自動チェック、機器の安全管理　等 

患者中心の医療サービス 

◆患者の精神的、肉体的な負担を軽減させ、かつ、患者にとって最適な医療を実現。 
（例）通院負担や重複検査などの削減、待ち時間の短縮、自己の診療情報等の開示、インフォームド・コンセント、

セカンドオピニオン、予防医療、家庭への早期復帰　等 

医療分野の課題解決のためにICTに期待される役割は以下のとおり。 
 

図表1 医療分野におけるICTに対する期待

災害地 
 

専門病院 

薬局 

病院 

医療ICTの将来像 
 

ユビキタス健康医療 
＝ 

生涯電子健康記録 

データマイニング 

医療機関内 

地域医療連携 

日常生活圏 

災害・救急 

●医療情報システムの高度化及び統合化が実現。 
●実施空間を電子タグ等で包摂することにより、施設内の有線系のシス
テムとシームレスに統合。 

●医療機関を離れて自宅等でも患者が日常生活を送りながら安心して
医療を受け、患者の精神的、肉体的負担の少ない医療を実現。 
●蓄積した自己の健康情報を活用した健康管理や予防医療を実現。 

●専門医療を提供する医療機関と、日常的な疾病治療等を提供する診
療所等が役割分担して医療資源の効率的運用を実現。 
●患者自身の診療情報等の閲覧、医療機関間の患者診療情報の共有等
を実現。 
●疫学研究や健康管理・予防医療が実現。 

●災害等に備え、患者情報や専門医情報、医薬品の在庫情報、等を地
域単位でデータベース化し、迅速で適切な医療機関への早期搬送や
患者への適切な対処を実現。 

情報共有 

与薬ミス防止 
取り違え防止 

健康管理 

患者モニタリング 

被災情報等共有 

迅速搬送 
患者容態監視 

手術支援 

疫学研究 待ち時間短縮 重複検査削減 

ユビキタスネット時代の新たな医療の将来像　ーユビキタス健康医療の全体像ー 

ユビキタスネットワークを通じて、誰でも、いつでも、どこでも最適な医療サービスを受けることができ、また健康管
理や予防医療が以下の四つのフィールドで実現される。 

図表2 ユビキタス健康医療の全体像

参考URL http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/iryou_ict/index.html


